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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
下記の式（１－１）、式（１－２）および式（１－３）のぞれぞれで表される構造単位の
うち式（１－１）で表される構造単位のみを有するか、またはこれら３種の構造単位のう
ちの２種以上を有するポリアミドイミドであって、カルボン酸類由来の有機残基Ｔ２およ
びジアミノ化合物由来の有機残基Ｄ１～Ｄ３の少なくとも１種が炭素数３以上の側鎖基を
有する有機残基であり、ポリマー中の全アミド結合の３０モル％以上がＮに１価の有機基
が結合したアミド結合であることを特徴とするポリアミドイミド。
　【化１】
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（式中、Ｔ１～Ｔ３はカルボン酸類由来の有機残基であり、Ｄ１～Ｄ３はジアミノ化合物
由来の有機残基であり、Ｒ１～Ｒ３はそれぞれ独立して水素または１価の有機基である。
この１価の有機基は炭素数１～２０の直鎖もしくは分岐のアルキル、炭素数１～８の直鎖
もしくは分岐のヒドロキシアルキル、炭素数２～２０の直鎖もしくは分岐のアルコキシア
ルキル、炭素数２～１５の不飽和脂肪族基、脂環式基を有する基、芳香族系炭化水素基、
Ｏ含有複素環系の基、ステロイド骨格を有する基、カルボニル基を有する基、オルガノシ
リル基、およびオルガノシリル基含有基からなる群から選択される１種以上の基であり、
前記のアルキル中の任意のＨはＦで置換されてもよく、前記の芳香族系の炭化水素基にお
いては、芳香環とアルキルまたはアルキレンとがＯを介して結合してもよく、芳香環の置
換基であるアルキルのＨはＦで置換されてもよく、また芳香環の１個のＨがＣＮで置換さ
れてもよい。ここで、トリカルボン酸類由来の有機残基Ｔ１は下記の式（９’）～式（１
６’）で表される基の群から選択され、Ｔ２における炭素数３以上の側鎖を有するジカル
ボン酸類由来の有機残基は下記の式（７’）および式（８’）で表される基の群から選択
され、テトラカルボン酸類由来の有機残基Ｔ３は、１，２，３，４－シクロブタンテトラ
カルボン酸二無水物、１，２，３，４－シクロペンタンテトラカルボン酸二無水物、１，
２，５，６－シクロヘキサンテトラカルボン酸二無水物、ビシクロ（２，２，２）－オク
ト（７）－エン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、３，３’－ビシクロヘキ
シル－１，１’，２，２’－テトラカルボン酸二無水物、２，３，５－トリカルボキシシ
クロペンチル酢酸二無水物、５－（２，５－ジオキソテトラヒドロフラル）－３－メチル
－３－シクロヘキセン－１，２－ジカルボン酸二無水物、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－
ヘキサヒドロ－５－テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２
，－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、３，５，６－トリカルボキシノルボルナン－２－酢
酸二無水物、２，３，４，５－テトラヒドロフランテトラカルボン酸二無水物、エチレン
テトラカルボン酸二無水物、ブタンテトラカルボン酸二無水物、ペンタンテトラカルボン
酸二無水物、ヘキサンテトラカルボン酸二無水物、ヘプタンテトラカルボン酸二無水物、
ピロメリット酸二無水物、３、３’、４，４’－ジフェニルテトラカルボン酸二無水物、
３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、２，３、６、７－ナフ
タレン酸二無水物、３、３’－４，４’－ビフェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物
、３，３’，４，４’－ビフェニルエ－テルテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，
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４’－ジメチルジフェニルシランテトラカルボン酸二無水物、４，４’－ビス（３，４－
ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルスルフィド二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジ
カルボキシフェノキシ）ジフェニルスルホン二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジカル
ボキシフェノキシ）ジフェニルプロパン二無水物、３，３’，４，４’－パ－フルオロピ
リデンジフタル酸二無水物、３，３’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物
、ビス（フタル酸）フェニルスルフィンオキサイド二無水物、ｐ－フェニレン－ビス（ト
リフェニルフタル酸）二無水物、ｍ－フェニレン－ビス（トリフェニルフタル酸）二無水
物、ビス（トリフェニルフタル酸）－４，４’－ジフェニルエ－テル二無水物、およびビ
ス（トリフェニルフタル酸）－４，４’－ジフェニルメタン二無水物から選択される化合
物の酸無水物基を削除することによって定義され、炭素数３以上の側鎖を有するジアミノ
化合物由来の有機残基は下記の式（２）～式（５）のそれぞれで表される基の群から選択
される。）
　【化２】

　【化３】

（式中、Ｘ６は単結合、Ｏ、ＣＯＯ、ＯＣＯ、ＮＨ、ＮＨＣＯ、ＣＯＮＨ、Ｓまたは炭素
数１～６のアルキレンであり、Ｒ１１は炭素数３～２０のアルキルもしくはフルオロアル
キル基、または置換基を有してもよいステロイド基である。）
　【化４】
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（式中、Ｒ１２およびＲ１３はそれぞれ独立して炭素数１～１２のアルキルであるが、そ
れらの炭素数の合計は４以上である。）
　【化５】

（式中、Ｒ４はＨまたは炭素数１～１２のアルキルであり、環Ａは１，４－フェニレンま
たは１，４－シクロへキシレンであり、Ｚ１およびＺ２はそれぞれ独立して単結合、ＣＨ

２、ＣＨ２ＣＨ２またはＯであり、ｒは０～３、ｓは０～５、ｔ１は０～３、ｔ２は０～
３のそれぞれ整数であるが、ｔ１が２～３である時の複数のＺ１は互いに同じであっても
異なっていてもよいし、またｔ２が２～３である時の複数のＺ２も互いに同じであっても
異なっていてもよい。また、１，４－フェニレンまたは１，４－シクロへキシレンの任意
のＨは炭素数１～４のアルキルで置換されていてもよい。)
　【化６】

（式中、Ｘ１およびＸ２はそれぞれ独立して単結合、Ｏ、ＣＯＯ、ＯＣＯ、ＮＨ、ＣＯＮ
Ｈまたは炭素数１～１２のアルキレンであり、Ｇ１およびＧ２はそれぞれ独立して単結合
、または芳香族環および脂環式環から選ばれる１～３個の環を含む二価の基であり、Ｒ５

はＨ、Ｆ、ＣＮ、ＯＨまたは炭素数１～１２のアルキル、フルオロアルキルもしくはアル
コキシであり、ベンゼン環に対する置換基の結合位置および２個の遊離基の位置は任意の
位置である。但し、Ｇ２が単結合でありＸ２が単結合でもなくアルキレンでもない場合は
、Ｒ５はＨまたはアルキルであり、またＧ１およびＧ２が共に単結合である場合は、Ｘ１

、Ｘ２およびＲ５の合計の炭素数が３以上である。）
　【化７】

（式中、Ｘ３およびＸ４はそれぞれ独立して単結合、ＣＨ２、ＣＨ２ＣＨ２またはＯであ
り、Ｒ６およびＲ７はそれぞれ独立してＨ、炭素数１～１２のアルキル、または炭素数１
～１２のパ－フルオロアルキルであるが、Ｒ６およびＲ７の少なくとも一方は炭素数３以
上のアルキルまたはパ－フルオロアルキルであり、ｕ１およびｕ２はそれぞれ独立して０
～３の整数であるが、ｕ１が２～３である時の複数のＸ３は互いに同じであっても異なっ
ていてもよいし、ｕ２が２～３である時の複数のＸ４も互いに同じであっても異なってい
てもよい。また、１，４－フェニレンの任意のＨは炭素数１～４のアルキルで置換されて
いてもよい。）
　【化８】
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（式中、Ｒ８はＨ、または炭素数１～１２の直鎖もしくは分岐状のアルキルであり、この
アルキル中の１個もしくは隣り合わない複数のＣＨ２はＯで置換されていてもよく、Ｘ５

は単結合、または炭素数１～５のアルキレンであり、このアルキレン中の１個もしくは隣
り合わない複数のＣＨ２はＯで置換されていてもよく、ｍは０～３の整数であり、ｎは１
～５の整数である。また、ベンゼン環に対する置換基および遊離基の結合位置は任意の位
置である。）
【請求項２】
Ｒ１、Ｒ２およびＲ３がそれぞれ独立してＨまたは炭素数５以下の１価の有機基であって
、Ｒ１～Ｒ３の総量の５０モル％以上が該１価の有機基であることを特徴とする、請求項
１に記載のポリアミドイミド。
【請求項３】
Ｒ１、Ｒ２およびＲ３がそれぞれ独立してＨ、炭素数５以下のアルキルまたは炭素数５以
下の酸素含有アルキルであって、Ｒ１～Ｒ３の総量の７０モル％以上がこれらのアルキル
および酸素含有アルキルから選ばれる１価の有機基であることを特徴とする、請求項１に
記載のポリアミドイミド。
【請求項４】
請求項１～３のいずれか１項に記載のポリアミドイミドを含有することを特徴とする液晶
配向剤ワニス。
【請求項５】
請求項４に記載の液晶配向剤ワニスが用いられていることを特徴とする液晶表示素子。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子材料分野において使用される、液晶配向性、電気特性ならびにその信頼
性に優れた新規なポリアミドイミドに関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示素子は、現在ネマチック液晶を用いた表示素子が主流であり、液晶が９０度ツ
イストしたＴＮ型液晶表示素子、通常１８０度以上ツイストしたＳＴＮ型液晶表示素子、
薄膜トランジスタ－を使用した、いわゆるＴＦＴ型液晶表示素子が知られている。さらに
昨今では、視角特性を改良した横電界型のＩＰＳ型液晶表示素子、垂直配向状態を利用し
たＶＡ型液晶表示素子、或いはベンド配向状態を利用したＯＣＢ型液晶表示素子等の種々
の方式による表示素子が実用化、あるいは検討されている。液晶表示素子の進展は、単に
これらの方式の進展のみならず、液晶表示素子の特性向上に向けた周辺材料での改良によ
っても活発に行われている。また、液晶配向剤は液晶表示素子の表示品質に係わる重要な
要素の一つであるが、表示素子の高品質化が要求されるにつれ一層液晶配向剤の役割が大
きくなっている。
【０００３】
　現在、主として用いられている液晶配向剤は、ポリアミド酸をイミド化して使用するポ
リアミド酸および可溶性ポリイミド等のポリイミド系である。ポリイミド系配向剤以外に
も種々の液晶配向剤が検討されているが、これらは耐熱性、耐薬品性（耐液晶性）、塗布
性、液晶配向性、電気特性、表示特性等が不十分であると考えられる。ポリイミド系配向
剤の中で、ポリアミド酸は溶剤に対する溶解性が高く基板塗布性が良好であるが、配向膜
の形成時に加熱によるイミド化という焼成工程を必要とし、低温焼成では特性が悪化する
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という問題がある。一方、可溶性ポリイミドは、可溶性とはいっても溶剤に対する溶解性
が比較的悪いという問題や、限られた溶剤しか使えないため印刷性が劣るといった欠点が
ある。
【０００４】
　ポリイミド系配向剤以外にも、ポリアミドやポリアミドのアミド結合（ＣＯＮＨ）の水
素原子を他の基で置換した、いわゆるＮ置換ポリアミド等の高分子化合物も検討されてい
る。ポリアミドは液晶配向性等は良好であるが、溶解性、印刷性に若干難があり、電気特
性についても問題がある。逆に、Ｎ置換ポリアミドについては溶解性、印刷性、電気特性
は良好であるが、液晶配向性に若干劣る場合がある。また、複数の高分子化合物をブレン
ドしたり、ブロック共重合した高分子化合物を使用した液晶配向剤もあるが、消費電流、
残留電荷、電圧保持率、焼き付き等の電気特性、あるいは液晶配向性において難点がある
のが現状である。液晶配向剤に要求される課曄は、特定の性質だけが優れていても実用化
は難しく、総合的にバランスのとれた特性を有することが必要である。
【０００５】
　液晶表示素子の使用分野が広がるにつれて、液晶表示素子に要求される特性はより高性
能になりつつある。これらの要求の中には、液晶のプレチルト角に代表される液晶の配向
性に対する要求、また、消費電流値、電圧保持率、残留電荷等の液晶表示素子の電気特性
に対する要求、あるいはこれらの諸特性の長期使用における信頼性に対する要求、さらに
は液晶表示素子の残像現象、表示むら等の表示品位に対する要求などが挙げられる。
【０００６】
　これらの特性の中で液晶のプレチルト角は、液晶表示素子の駆動方式により、必要とさ
れる値が異なっている。例えば、液晶が９０度ツイストしているＴＮ型液晶表示素子ある
いはＴＦＴ型液晶表示素子では１～６度程度、ツイスト角が大きいＳＴＮ型液晶表示素子
では３～８度程度のプレチルト角が必要である。しかしながら、これらの要求されるプレ
チルト角の値は用途によって多少変化していて、最近では、ＳＴＮ型液晶表示素子におい
ても２～３度あるいは８度以上のものが要求される場合がある。一方、ＩＰＳ型液晶表示
素子においては、液晶が基板に対して水平方向に動くため、プレチルト角を大きくする必
要はなく、プレチルト角はおおむね１～３度程度あればよい。逆に、ＶＡ型液晶表示素子
においては９０度近傍の大きなプレチルト角が必要であり、ＯＣＢ型液晶表示素子におい
ても、ベンド配向状態を安定化させるために５～２０度の大きなプレチルト角が要求され
る。
【０００７】
　また、プレチルト角だけでなく配向均一性、配向安定性あるいは液晶－配向膜界面のア
ンカリングエネルギー等の液晶の配向性に関する特性も液晶表示素子の性能に大きく関わ
ってくるため重要である。さらに、液晶表示素子の製造工程におけるこれらの特性のプロ
セスマージンも重要であり、配向剤の塗布後における溶剤の乾燥条件、あるいは液晶注入
後のアニール処理条件等によって、プレチルト角や配向性が変化するようでは大きな問題
となる。
【０００８】
　ＳＴＮ型液晶表示素子、特に携帯機器分野で用いられる低電圧タイプの表示素子では、
駆動電圧が低いため消費電流に対する要求が重要である。すなわち、液晶表示素子の消費
電流が大きくなると、相対的に液晶に印加される電圧が低下するため、液晶の立ち上がり
が不十分となりコントラストが低下する。また、低電圧タイプの液晶表示素子においては
、液晶表示素子の長期使用中におこる消費電流値の変化（信頼性）も重要である。ＳＴＮ
型表示素子では表示のＯＮ－ＯＦＦをわずかな電位差でおこなっているため、素子の消費
電流値が変化してしまうと液晶に印加される電圧にも変化が起こり正常な駆動ができなく
なる。極端な場合、長時間駆動により液晶表示素子の画像が全く表示されない現象さえ発
生する。
【０００９】
　一方、ＴＦＴ型液晶表示素子では、特に電圧保持率および残留電荷に対する要求が重要
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である。電圧保持率が低いとフレーム期間中に液晶にかかる電圧が低下し、コントラスト
が低下する問題が発生する。また、残留電荷が大きい場合は電圧印加後に電圧をＯＦＦに
しても電荷が残ったままの状態になり、消去されるべき像が残像として残ってしまう。Ｔ
ＦＴ型液晶表示素子において、この残像現象はかなり重要な問題の１つである。
【００１０】
　さらに、近年駆動電圧の低電圧化に伴って誘電率異方性が大きい液晶が用いられるよう
になるにつれて、ディスプレイの面内に発生する表示むら（輝度むら）が問題視されるよ
うになっている。特に、配向膜をラビング処理したときに発生する削りかすを除去するた
めの水洗を行うと、水洗した跡が表示むらとして残ってしまう現象が発生する場合があり
、大きな問題となっている。
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明は、前述の液晶表示素子に要求される諸特性の中で、特に適度なプレチルト角を
有し、液晶配向性や電気特性（消費電流値、電圧保持率、残留電荷、焼き付き）など総合
的にバランスの優れた液晶表示素子を得るための液晶配向剤を提供することを課題とする
。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明者等は上記の課題の解決のため鋭意研究した結果、液晶表示素子に使用される液
晶配向剤ワニスとして、下記の構成によるポリアミドイミドを含有するものを使用する事
により、所期の目的が達成できることを見いだした。
　すなわち、
（１）下記の式（１－１）、式（１－２）および式（１－３）のそれぞれで表される構造
単位のうち式（１－１）で表される構造単位のみを有するか、またはこれら３種の構造単
位のうちの２種以上を有するポリアミドイミドであって、カルボン酸類由来の有機残基お
よびジアミノ化合物由来の有機残基の少なくとも１種が炭素数３以上の側鎖基を有する有
機残基であり、ポリマー中の全アミド結合の３０モル％以上がＮに１価の有機基が結合し
たアミド結合であることを特徴とするポリアミドイミド。
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【化６】

（式中、Ｔ１～Ｔ３はカルボン酸類由来の有機残基であり、Ｄ１～Ｄ３はジアミノ化合物
由来の有機残基であり、Ｒ１～Ｒ３はそれぞれ独立して水素または１価の有機基である。
この１価の有機基は、炭素数１～２０の直鎖もしくは分岐のアルキル、炭素数１～８の直
鎖もしくは分岐のヒドロキシアルキル、炭素数２～２０の直鎖もしくは分岐のアルコキシ
アルキル、炭素数２～１５の不飽和脂肪族基、脂環式基を有する基、芳香族系炭化水素基
、Ｏ含有複素環系の基、ステロイド骨格を有する基、カルボニル基を有する基、オルガノ
シリル基、およびオルガノシリル基含有基からなる群から選択される１種以上の基であり
、前記のアルキル中の任意のＨはＦで置換されてもよく、前記の芳香族系の炭化水素基に
おいては、芳香環とアルキルまたはアルキレンとがＯを介して結合してもよく、芳香環の
置換基であるアルキルのＨはＦで置換されてもよく、また芳香環の１個のＨがＣＮで置換
されてもよい。）
（２）式（２）～式（５）のそれぞれで表される基の群から選ばれるジアミノ化合物由来
の有機残基が少なくとも１種含まれていることを特徴とする、前記（１）項に記載のポリ
アミドイミド。

【化７】

（式中、Ｒ４はＨまたは炭素数１～１２のアルキルであり、環Ａは１，４－フェニレンま
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たは１，４－シクロヘキシレンであり、Ｚ１およびＺ２はそれぞれ独立して単結合、ＣＨ

２、ＣＨ２ＣＨ２またはＯであり、ｒは０～３、ｓは０～５、ｔ１は０～３、ｔ２は０～
３のそれぞれ整数であるが、ｔ１が２～３である時の複数のＺ１は互いに同じであっても
異なっていてもよいし、またｔ２が２～３である時の複数のＺ２も互いに同じであっても
異なっていてもよい。また、１，４－フェニレンまたは１，４－シクロヘキシレンの任意
のＨは炭素数１～４のアルキルで置換されていてもよい。）
【化８】

（式中、Ｘ１およびＸ２はそれぞれ独立して単結合、Ｏ、ＣＯＯ、ＯＣＯ、ＮＨ、ＣＯＮ
Ｈまたは炭素数１～１２のアルキレンであり、Ｇ１およびＧ２はそれぞれ独立して単結合
、または芳香族環および脂環式環から選ばれる１～３個の環を含む二値の基であり、Ｒ５

はＨ、Ｆ、ＣＮ、ＯＨまたは炭素数１～１２のアルキル、フルオロアルキルもしくはアル
コキシであり、ベンゼン環に対する置換基の結合位置および２個の遊離基の位置は任意の
位置である。但し、Ｇ２が単結合でありＸ２が単結合でもなくアルキレンでもない場合は
、Ｒ５はＨまたはアルキルであり、またＧ１およびＧ２が共に単結合である場合は、Ｘ１

、Ｘ２およびＲ５の合計の炭素数が３以上である。）
【化９】

（式中、Ｘ３およびＸ４はそれぞれ独立して単結合、ＣＨ２、ＣＨ２ＣＨ２またはＯであ
り、Ｒ６およびＲ７はそれぞれ独立してＨ、炭素数１～１２のアルキル、または炭素数１
～１２のパ－フルオロアルキルであるが、Ｒ６およびＲ７の少なくとも一方は炭素数３以
上のアルキルまたはパ－フルオロアルキルであり、ｕ１およびｕ２はそれぞれ独立して０
～３の整数であるが、ｕ１が２～３である時の複数のＸ３は互いに同じであっても異なっ
ていてもよいし、ｕ２が２～３である時の複数のＸ４も互いに同じであっても異なってい
てもよい。また、１，４－フェニレンの任意のＨは炭素数１～４のアルキルで置換されて
いてもよい。）
【化１０】

（式中、Ｒ８はＨ、または炭素数１～１２の直鎖もしくは分岐状のアルキルであり、この
アルキル中の１個もしくは隣り合わない複数のＣＨ２はＯで置換されていてもよく、Ｘ５

は単結合、または炭素数１～５のアルキレンであり、このアルキレン中の１個もしくは隣
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～５の整数である。また、ベンゼン環に対する置換基および遊離基の結合位置は任意の位
置である。）
（３）Ｒ１、Ｒ２およびＲ３がそれぞれ独立してＨまたは炭素数５以下の１価の有機基で
あって、Ｒ１～Ｒ３の総量の５０モル％以上が該１価の有機基であることを特徴とする、
前記（１）または（２）項に記載のポリアミドイミド。
（４）Ｒ１、Ｒ２およびＲ３がそれぞれ独立してＨ、炭素数５以下のアルキルまたは炭素
数５以下の酸素含有アルキルであって、Ｒ１～Ｒ３の総量の７０モル％以上がこれらのア
ルキルおよび酸素含有アルキルから選ばれる１価の有機基であることを特徴とする、前記
（１）または（２）項に記載のポリアミドイミド。
（５）前記（１）～（４）項のいずれか１項に記載のポリアミドイミドを含有することを
特徴とする液晶配向剤ワニス。
（６）前記（５）項に記載の液晶配向剤ワニスが用いられていることを特徴とする液晶表
示素子。
　上記の構成による本発明のポリアミドイミドは、配向膜、保護膜、絶縁膜等として使用
でき、とりわけ、液晶表示素子用の配向膜を形成するための配向剤ワニスとして最適であ
る。そして、本発明のポリアミドイミドは、ポリアミド酸、可溶性ポリイミド、ポリアミ
ド等の他の高分子化合物と併用することにより、配向剤ワニス等の特性を更に向上させる
ことができる。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明のポリアミドイミドは、下記の式（１－１）、式（１－２）および式（１－３）
のそれぞれで表される構造単位のうち式（１－１）で表される構造単位のみを有するか、
またはこれら３種の構造単位のうちの２種以上を有するポリアミドイミドであって、炭素
数３以上の側鎖基を有する有機残基が少なくとも１種含まれていることを特徴とするポリ
アミドイミドである。即ち、分子内にアミド結合とイミド結合の両者を有し、炭素数３以
上の側鎖基を有する有機残基を少なくとも１種含む化合物であり、かつアミド結合（ＣＯ
ＮＨ）の水素原子の一部または全部を１価の有機基で置換したポリアミドイミド（以下、
Ｎ置換ポリアミドイミドと称することがある。）である。
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【化１１】

【００１４】
　式（１－１）で表される構造単位中のＴ１はトリカルボン酸類に由来する有機残基であ
り、式（１－２）で表される構造単位中のＴ２はジカルボン酸類に由来する有機残基であ
り、そして式（１－３）で表される構造単位中のＴ３はテトラカルボン酸類に由来する有
機残基である。なお本発明においては、ジカルボン酸、トリカルボン酸、テトラカルボン
酸およびこれらをまとめて呼ぶときの名称である多価カルボン酸について、これらの誘導
体である無水物や酸ハロゲン化物等を含めた総称として、それぞれジカルボン酸類、トリ
カルボン酸類、テトラカルボン酸類および多価カルボン酸類と称する。これらの多価カル
ボン酸類は、芳香族系（複素環を含む）、脂環族系（複素環を含む）または脂肪族系（非
環状）の何れの族に属するものであってもよいが、中でも環構造を有するものが液晶の配
向性を良好に保つ上から好ましい。従って、脂肪族系（非環状）のものを用いる際には、
これを脂環族系、あるいは芳香族系のものと併用することが好ましく、しかもその使用量
は液晶配向性に悪影響を与えない範囲内とすべきである。さらに、Ｔ１～Ｔ３は、一般的
には液晶表示素子の電気特性の低下原因となりやすいエーテル、エステル、チオエーテル
、チオエステル等の基を、その構造中に含まない構造のものが好ましいが、そのような構
造を有していてもこれらの特性に影響を与えないかぎり何ら問題とはならない。
【００１５】
　本発明のポリアミドイミドに使用することのできるジカルボン酸類の具体例として、下
記の化合物を挙げることができる。
　即ち、マロン酸ジハライド、蓚酸ジハライド、ジメチルマロン酸ジハライド、コハク酸
ジハライド、フマル酸ジハライド、グルタル酸ジハライド、アジピン酸ジハライド、ムコ
ン酸ジハライド、２－メチルアジピン酸ジハライド、トリメチルアジピン酸ジハライド、
ピメリン酸ジハライド、２，２－ジメチルグルタル酸ジハライド、３，３－ジエチルコハ
ク酸ジハライド、アゼライイン酸ジハライド、セバシン酸ジハライドおよびスベリン酸ジ
ハライド等の脂肪族ジカルボン酸ジハライド；
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【００１６】
　１，１－シクロプロパンジカルボン酸ジハライド、１，２－シクロプロパンジカルボン
酸ジハライド、１，１－シクロブタンジカルボン酸ジハライド、１，２－シクロブタンジ
カルボン酸ジハライド、１，３－シクロブタンジカルボン酸ジハライド、３，４－ジフェ
ニル－１，２－シクロブタンジカルボン酸ジハライド、２，４－ジフェニル－１，３－シ
クロブタンジカルボン酸ジハライド、３，４－ビス（２－ヒドロキシフェニル）－１，２
－シクロブタンジカルボン酸ジハライド、２，４－ビス（２－ヒドロキシフェニル）－１
，３－シクロブタンジカルボン酸ジハライド、１－シクロブテン－１，２－ジカルボン酸
ジハライド、１－シクロブテン－３，４－ジカルボン酸ジハライド、１，１－シクロペン
タンジカルボン酸ジハライド、１，２－シクロペンタンジカルボン酸ジハライド、１，３
－シクロペンタンジカルボン酸ジハライド、１，１－シクロヘキサンジカルボン酸ジハラ
イド、１，２－シクロヘキサンジカルボン酸ジハライド、１，３－シクロヘキサンジカル
ボン酸ジハライド、１，４－シクロヘキサンジカルボン酸ジハライド、１，４－（２－ノ
ルボルネン）ジカルボン酸ジハライド、ノルボルネン－２，３－ジカルボン酸ジハライド
、ビシクロ［２．２．２］オクタン－１，４－ジカルボン酸ジハライド、ビシクロ［２．
２．２］オクタン－２，３－ジカルボン酸ジハライド、２，５－ジオキソ－１，４－ビシ
クロ［２．２．２］オクタンジカルボン酸ジハライド、１，３－アダマンタンジカルボン
酸ジハライド、４，８－ジオキソ－１，３－アダマンタンジカルボン酸ジハライド、２，
６－スピロ［３．３］ヘプタンジカルボン酸ジハライド、１，３－アダマンタン二酢酸ジ
ハライド、カンファー酸ジハライド等の脂環式ジカルボン酸ジハライド；
【００１７】
　ｏ－フタル酸ジハライド、イソフタル酸ジハライド、テレフタル酸ジハライド、５－メ
チルイソフタル酸ジハライド、５－ｔｅｒｔ－ブチルイソフタル酸ジハライド、５－アミ
ノイソフタル酸ジハライド、５－ヒドロキシイソフタル酸ジハライド、２，５－ジメチル
テレフタル酸ジハライド、テトラメチルテレフタル酸ジハライド、１，４－ナフタレンジ
カルボン酸ジハライド、２，５－ナフタレンジカルボン酸ジハライド、２，６－ナフタレ
ンジカルボン酸ジハライド、２，７－ナフタレンジカルボン酸ジハライド、１，４－アン
トラセンジカルボン酸ジハライド、１，４－アントラキノンジカルボン酸ジハライド、２
，５－ビフェニルジカルボン酸ジハライド、４，４’－ビフェニルジカルボン酸ジハライ
ド、１，５－ビフェニレンジカルボン酸ジハライド、４，４”－タ－フェニルジカルボン
酸ジハライド、４，４’－ジフェニルメタンジカルボン酸ジハライド、４，４’－ジフェ
ニルエタンジカルボン酸ジハライド、４，４’－ジフェニルプロパンジカルボン酸ジハラ
イド、４，４’－ジフェニルヘキサフルオロプロパンジカルボン酸ジハライド、４，４’
－ジフェニルエーテルジカルボン酸ジハライド、４，４’－ビベンジルジカルボン酸ジハ
ライド、４，４’－スチルベンジカルボン酸ジハライド、４，４’－トランジカルボン酸
ジハライド、４，４’－カルボニル二安息香酸ジハライド、４，４’－スルホニル二安息
香酸ジハライド、４，４’－ジチオ二安息香酸ジハライド、ｐ－フェニレン二酢酸ジハラ
イド、３，３’－ｐ－フェニレンジプロピオン酸ジハライド、４－カルボキシ桂皮酸ジハ
ライド、ｐ－フェニレンジアクリル酸ジハライド、３，３’－（４，４’－（メチレンジ
－ｐ－フェニレン））ジプロピオン酸ジハライド、４，４’－（４，４’－（オキシジ－
ｐ－フェニレン））ジプロピオン酸ジハライド、４，４’－（４，４’－（オキシジ－ｐ
－フェニレン））二酪酸ジハライド、（イソプロピリデンジ－ｐ－フェニレンジオキシ）
二酪酸ジハライド、ビス（ｐ－カルボキシフェニル）ジメチルシラン、１，５－（９－オ
キソフルオレン）ジカルボン酸ジハライド、３，４－フランジカルボン酸ジハライド、４
，５－チアゾールジカルボン酸ジハライド、２－フェニル－４，５－チアゾールジカルボ
ン酸ジハライド、１，２，５－チアジアゾール－３，４－ジカルボン酸ジハライド、１，
２，５－オキサジアゾール－３，４－ジカルボン酸ジハライド、２，３－ピリジンジカル
ボン酸ジハライド、２，４－ピリジンジカルボン酸ジハライド、２，５－ピリジンジカル
ボン酸ジハライド、２，６－ピリジンジカルボン酸ジハライド、３，４－ピリジンジカル
ボン酸ジハライド、３，５－ピリジンジカルボン酸ジハライド、６－ピリジンジカルボン
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【００１８】
　本発明のＮ置換ポリアミドイミドを製造するためのジカルボン酸類は、これらのジカル
ボン酸ジハライドに限定されることはなく、式（１－２）で示される構造単位中のジカル
ボン酸類由来の有機残基を与えるものであれば、その他の形のジカルボン酸誘導体を用い
てもよい。そのようなジカルボン酸誘導体として活性アシル誘導体を挙げることができ、
例えば、ジカルボン酸ジハライドのハロゲンの代わりに、アセチルオキシ、アルキルオキ
シ、フェニルオキシまたはフェニルチオなどの基が結合したジカルボン酸誘導体を用いる
ことができる。更には、カルボキシル基のＨが全く置換されていないジカルボン酸そのも
のも用いることができる。そして、本発明で用いるジカルボン酸類は、直線的な構造のポ
リアミドイミドを与えることが可能なジカルボン酸類であることが、液晶の配向性を保つ
上から好ましい。このような好ましいジカルボン酸類の例として、１，４－シクロヘキサ
ンジカルボン酸ジハライド、テレフタル酸ジハライド、イソフタル酸ジハライド、ピリジ
ンジカルボン酸ジハライド、ナフタレンジカルボン酸ジハライド、１，４－アントラセン
ジカルボン酸ジハライド、４，４’－ビフェニルジカルボン酸ジハライド、４，４”－タ
－フェニルジカルボン酸ジハライド、４，４’－ジフェニルメタンジカルボン酸ジハライ
ド、４，４’－ジフェニルエタンジカルボン酸ジハライド、４，４’－ジフェニルプロパ
ンジカルボン酸ジハライド、４，４’－ジフェニルヘキサフルオロプロパンジカルボン酸
ジハライド、４’－ジフェニルエーテルジカルボン酸ジハライド等を挙げることができる
。また前述のように、これらの化合物と同じ残基を与える、酸ジハライド以外の種類の化
合物も好ましく用いられる。
【００１９】
　また、基板に対するポリアミドイミドの接着性を高めること等を目的として、式（６）
で表されるポリシロキサンジカルボン酸ジハライド、またはこれと同じ残基を与える、酸
ジハライド以外の活性アシル誘導体を用いてもよい。場合によっては、式（６）における
ＸがＨである化合物を用いてもよい。
【化１２】

（式中、Ｒ９およびＲ１０はそれぞれ独立してメチル、エチル、フェニルまたはシクロヘ
キシルであり、Ｘはハロゲンであり、ｖ、ｗおよびｘはそれぞれ独立して１～５の整数で
ある。）
【００２０】
　本発明のＮ置換ポリアミドイミドは、炭素数３以上の側鎖基を有する有機残基を少なく
とも１種有しており、これによって液晶に大きなプレチルト角を発現させる機能を与えら
れている。そして、この炭素数３以上の側鎖基を有する有機残基の導入を、式（７）また
は式（８）で表されるジカルボン酸ジハライド、またはそれらと同じ残基を与える、酸ジ
ハライド以外の活性アシル誘導体を用いることによって行ってもよい。更には、これらの
式においでＸがＨである化合物も用いることができる。
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【化１３】

（式中、Ｘ６は単結合、Ｏ、ＣＯＯ、ＯＣＯ、ＮＨ、ＮＨＣＯ、ＣＯＮＨ、Ｓまたは炭素
数１～６のアルキレンであり、Ｘはハロゲンであり、Ｒ１１は炭素数３～２０のアルキル
もしくはフルオロアルキル基、または置換基を有しても良いステロイド基である。ステロ
イド骨格としては、コレステリル、アンドロステリル、βコレステリル、エピアンドロス
テリル、エリゴステリル、エストリル、１１α－ヒドロキシメチルステリル、１１α－プ
ロゲステリル、ラノステリル、メラトラニル、メチルテストロステリル、ノレチステリル
、プレグネノニル、β－シトステリル、スチグマステリル、テストステリル、酢酸コレス
テロールエステル等を挙げることが出来る。）
【００２１】
【化１４】

（式中、Ｒ１２およびＲ１３はそれぞれ独立して炭素数１～１２のアルキルであるが、そ
れらの炭素数の合計は４以上であり、Ｘはハロゲンである。）
　本発明のＮ置換ポリアミドイミドの製造に使用できるジカルボン酸類は、上記の例示化
合物に限定されることはなく、またこれらを２種以上組み合わせて用いることもできる。
【００２２】
　次に、本発明のＮ置換ポリアミドイミドの製造に使用することのできるトリカルボン酸
類の具体例の一部として、以下に示すトリカルボン酸無水物ハライドを挙げることができ
る。
【００２３】
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【化１５】

（これらの式中のＸはハロゲン原子を示す。）
【００２４】
　本発明のＮ置換ポリアミドイミドを製造するためのトリカルボン酸類は、これらのトリ
カルボン酸無水物ハライドに限定されることはなく、式（１－１）で示される構造単位中
のトリカルボン酸類由来の有機残基を与えるトリカルボン酸類はすべて含まれる。また、
トリカルボン酸無水物ハライドのハロゲンの代わりに、アセチルオキシ、アルキルオキシ
、フェニルオキシまたはフェニルチオなどの基が結合した、ハライド以外の活性アシル誘
導体を用いてもよい。更には、トリカルボン酸の２個のカルボキシル基が脱水縮合して無
水物構造となり、残りの１個がカルボキシル基のままの化合物や、トリカルボン酸そのも
のなども用いることができる。これらの中でも、式（９）のトリメリット酸無水物ハライ
ドが好ましく用いられる。また、これらのトリカルボン酸類は２種以上を組み合わせて用
いることもできる。
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【００２５】
　本発明のＮ置換ポリアミドイミドの製造に使用できるテトラカルボン酸類の具体例の一
部として、以下に示す化合物を挙げることができる。
　まず、脂環式系のテトラカルボン酸二無水物の例として、１，２，３，４－シクロブタ
ンテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－シクロペンタンテトラカルボン酸二無水
物、１，２，５，６－シクロヘキサンテトラカルボン酸二無水物、ビシクロ（２，２，２
）－オクト（７）－エン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、３，３’－ビシ
クロヘキシル－１，１’，２，２’－テトラカルボン酸二無水物、２，３，５－トリカル
ボキシシクロペンチル酢酸二無水物、５－（２，５－ジオキソテトラヒドロフラル）－３
－メチル－３－シクロヘキセン－１，２－ジカルボン酸二無水物、１，３，３ａ，４，５
，９ｂ－ヘキサヒドロ－５－テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト
［１，２，－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、３，５，６－トリカルボキシノルボルナン
－２－酢酸二無水物、２，３，４，５－テトラヒドロフランテトラカルボン酸二無水物等
、およびこれらの化合物の環に結合したＨの一部をメチル、エチルなどの低級アルキルで
置換した化合物等を挙げることができる。
【００２６】
　次に、脂肪族系のテトラカルボン酸類の例として、エチレンテトラカルボン酸二無水物
、ブタンテトラカルボン酸二無水物、ペンタンテトラカルボン酸二無水物、ヘキサンテト
ラカルボン酸二無水物、ヘプタンテトラカルボン酸二無水物等を挙げることができる。
【００２７】
　また、芳香族系のテトラカルボン酸類の例として、ピロメリット酸二無水物、３、３’
、４，４’－ジフェニルテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ベンゾフェノ
ンテトラカルボン酸二無水物、２，３、６、７－ナフタレン酸二無水物、３、３’－４，
４’－ビフェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ビフェニル
エ－テルテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ジメチルジフェニルシランテ
トラカルボン酸二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニ
ルスルフィド二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニル
スルホン二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルプロ
パン二無水物、３，３’，４，４’－パ－フルオロピリデンジフタル酸二無水物、３，３
’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、ビス（フタル酸）フェニルスルフ
ィンオキサイド二無水物、ｐ－フェニレン－ビス（トリフェニルフタル酸）二無水物、ｍ
－フェニレン－ビス（トリフェニルフタル酸）二無水物、ビス（トリフェニルフタル酸）
－４，４’－ジフェニルエ－テル二無水物、ビス（トリフェニルフタル酸）－４，４’－
ジフェニルメタン二無水物等を挙げることができる。
【００２８】
　これらの中で、シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、シクロペンタンテトラカルボ
ン酸二無水物、トリカルボキシシクロペンチル酢酸二無水物、シクロヘキサンテトラカル
ボン酸二無水物、ブタンテトラカルボン酸二無水物、ピロメリット酸二無水物等を特に好
ましく使用することができる。本発明のＮ置換ポリアミドイミドを製造するためのテトラ
カルボン酸類は、これらのテトラカルボン酸二無水物に限定されることはなく、式（１－
３）で示される構造単位中のテトラカルボン酸類由来の有機残基を与えるテトラカルボン
酸類はすべて含まれる。また、二無水物以外の種類のテトラカルボン酸類を使用してもよ
く、例えばテトラカルボン酸の２個のカルボキシル基が脱水縮合して無水物となり、残り
のカルボキシル基のＨがハロゲン、アセチルオキシ、アルキルオキシ、フェニルオキシま
たはフェニルチオなどの基で置換された誘導体や、テトラカルボン酸の４個のカルボキシ
ル基のすべてのＨが前記の基で置換された誘導体などを用いることができる。更には、カ
ルボキシル基のＨが置換されていないテトラカルボン酸そのものを用いることもできる。
また、これらのテトラカルボン酸類は２種以上を組み合わせて用いることもできる。
【００２９】
　前述のように、本発明のＮ置換ポリアミドイミドは、炭素数３以上の側鎖基を有する有
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機残基を少なくとも１種有するものであり、これによって液晶に大きなプレチルト角を発
現させる機能を与えられている。そして、この炭素数３以上の側鎖基を有する有機残基は
、カルボン酸由来の有機残基であってもよいし、ジアミン由来の有機残基であってもよい
し、またこれらの両者であってもよい。即ち、式（１－１）で表される構造単位を含み、
式（１－２）で表される構造単位も式（１－３）で表される構造単位も含まないＮ置換ポ
リアミドイミドである場合には、トリカルボン酸類由来の有機残基であるＴ１および／ま
たはジアミン由来の有機残基であるＤ１が炭素数３以上の側鎖基を有する有機残基である
必要がある。そして、Ｄ１が炭素数３以上の側鎖基を有する有機残基であることが好まし
く、更にＤ１とＴ１が共に炭素数３以上の側鎖基を有する有機残基であってもよい。
【００３０】
　式（１－１）で表される構造単位と式（１－２）で表される構造単位とを含むＮ置換ポ
リアミドイミドである場合には、トリカルボン酸類由来の有機残基であるＴ１、ジカルボ
ン酸類由来の有機残基であるＴ２、ジアミン由来の有機残基であるＤ１およびＤ２のうち
少なくとも１種が、炭素数３以上の側鎖基を有する有機残基である必要がある。そして、
Ｄ１およびＤ２のうち少なくとも１種が炭素数３以上の側鎖基を有する有機残基であるこ
とが好ましく、更にＤ１およびＤ２のうちの少なくとも１種と共にＴ２も、炭素数３以上
の側鎖基を有する有機残基であってよい。
【００３１】
　式（１－１）で表される構造単位と式（１－３）で表される構造単位とを含むＮ置換ポ
リアミドイミドである場合には、トリカルボン酸類由来の有機残基であるＴ１、テトラカ
ルボン酸類由来の有機残基であるＴ３、ジアミン由来の有機残基であるＤ１およびＤ３の
うち少なくとも１種が、炭素数３以上の側鎖基を有する有機残基である必要がある。そし
て、Ｄ１およびＤ３のうち少なくとも１種が炭素数３以上の側鎖基を有する有機残基であ
ることが好ましい。
【００３２】
　式（１－２）で表される構造単位と式（１－３）で表される構造単位とを含むＮ置換ポ
リアミドイミドである場合には、ジカルボン酸類由来の有機残基であるＴ２、テトラカル
ボン酸類由来の有機残基であるＴ３、ジアミン由来の有機残基であるＤ２およびＤ３のう
ち少なくとも１種が、炭素数３以上の側鎖基を有する有機残基である必要がある。そして
、Ｄ２およびＤ３のうち少なくとも１種が炭素数３以上の側鎖基を有する有機残基である
ことが好ましく、更にＤ２およびＤ３のうちの少なくとも１種と共にＴ２も、炭素数３以
上の側鎖基を有する有機残基であってよい。
【００３３】
　そして、式（１－１）で表される構造単位、式（１－２）で表される構造単位および式
（１－３）で表される構造単位を含むＮ置換ポリアミドイミドである場合には、トリカル
ボン酸類由来の有機残基であるＴ１、ジカルボン酸類由来の有機残基であるＴ２、テトラ
カルボン酸類由来の有機残基であるＴ３、ジアミン由来の有機残基であるＤ１～Ｄ３のう
ち少なくとも１種が、炭素数３以上の側鎖基を有する有機残基である必要がある。そして
、Ｄ１～Ｄ３のうち少なくとも１種が炭素数３以上の側鎖基を有する有機残基であること
が好ましく、更にＤ１～Ｄ３のうちの少なくとも１種と共にＴ２も、炭素数３以上の側鎖
基を有する有機残基であってよい。
【００３４】
　本発明のＮ置換ポリアミドイミドの製造に使用できるジアミノ化合物は、前述のカルボ
ン酸類と同様に、芳香族系（複素環系を含む）、脂環式系（複素環を含む）または脂肪族
系（非環状）の何れに属するものであってもよいが、環構造を有するものが液晶の配向性
を良好に保つ上から好ましい。また、これらのジアミノ化合物は、一般的には、その有機
残基に液晶表示素子の電気特性の低下原因となりやすいエーテル、エステル、チオエーテ
ル、チオエステル等の基を、その構造中に含まない構造のものが好ましいが、そのような
構造を有していてもこれらの特性に影響を与えないかぎり何ら問題とはならない。
【００３５】
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　本発明のＮ置換ポリアミドイミドの製造に用いるジアミノ化合物は、カルボン酸類由来
の有機残基が炭素数３以上の側鎖基を有するものである場合は、側鎖の無いジアミノ化合
物を使用できるが、この場合でも炭素数３以上の側鎖基を有するカルボン酸類と炭素数３
以上の側鎖基を有するジアミノ化合物を併用することが好ましい。また、炭素数３以上の
側鎖基を有するカルボン酸類を使用しない場合は、炭素数３以上の側鎖基を有するジアミ
ノ化合物の使用が必須となる。この場合、炭素数３以上の側鎖基として、脂肪族系炭化水
素基、脂環式構造を含む炭化水素基、芳香族を含む炭化水素基、シロキサン基を有する基
、ステロイド骨格を有する基、あるいはこれらの構造が混在する側鎖基を挙げる事ができ
る。脂環式炭化水素基や芳香族炭化水素基には、アルキル、アルコキシ、ハロゲン、ＯＨ
等の置換基を有していても良い。これらの炭化水素の一部は酸素などの他の原子で置換さ
れてもよいが、Ｏ，ＣＯ，ＣＯＯ、Ｓ、ＳＯ２等のような、酸素原子や硫黄原子またはこ
れらを含む基を含まない方が好ましい。なお側鎖基の炭素数については、シクロヘキサン
等の環状構造を含む場合には、その環を構成する炭素を含めた数で表すものとする。
【００３６】
　本発明のＮ置換ポリアミドイミドの製造に好ましく用いることのできる、炭素数３以上
の側鎖基を有するジアミノ化合物は、式（２）～式（５）のそれぞれで表される有機残基
を与える化合物である。そして、本発明のＮ置換ポリアミドイミドには、これらの有機残
基の群から選ばれる少なくとも１種の残基が含まれていることが好ましい。
【化１６】

（式中、Ｒ４はＨまたは炭素数１～１２のアルキルであり、環Ａは１，４－フェニレンま
たは１，４－シクロヘキシレンであり、Ｚ１およびＺ２はそれぞれ独立して単結合、ＣＨ

２、ＣＨ２ＣＨ２またはＯであり、ｒは０～３、ｓは０～５、ｔ１は０～３、ｔ２は０～
３のそれぞれ整数であるが、ｔ１が２～３である時の複数のＺ１は互いに同じであっても
異なっていてもよいし、またｔ２が２～３である時の複数のＺ２も互いに同じであっても
異なっていてもよい。また、１，４－フェニレンまたは１，４－シクロヘキシレンの任意
のＨは炭素数１～４のアルキルで置換されていてもよい。）
【００３７】
【化１７】

（式中、Ｘ１およびＸ２はそれぞれ独立して単結合、Ｏ、ＣＯＯ、ＯＣＯ、ＮＨ、ＣＯＮ
Ｈまたは炭素数１～１２のアルキレンであり、Ｇ１およびＧ２はそれぞれ独立して単結合
、または芳香族環および脂環式環から選ばれる１～３個の環を含む二価の基であり、Ｒ５

はＨ、Ｆ、ＣＮ、ＯＨまたは炭素数１～１２のアルキル、フルオロアルキルもしくはアル
コキシであり、ベンゼン環に対する置換基の結合位置および２個の遊離基の位置は任意の
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位置である。但し、Ｇ２が単結合でありＸ２が単結合でもなくアルキレンでもない場合は
、Ｒ５はＨまたはアルキルであり、またＧ１およびＧ２が共に単結合である場合は、Ｘ１

、Ｘ２およびＲ５の合計の炭素数が３以上である。）
【００３８】
【化１８】

（式中、Ｘ３およびＸ４はそれぞれ独立して単結合、ＣＨ２、ＣＨ２ＣＨ２またはＯであ
り、Ｒ６およびＲ７はそれぞれ独立してＨ、炭素数１～１２のアルキル、または炭素数１
～１２のパーフルオロアルキルであるが、Ｒ６およびＲ７の少なくとも一方は炭素数３以
上のアルキルまたはパーフルオロアルキルであり、ｕ１およびｕ２はそれぞれ独立して０
～３の整数であるが、ｕ１が２～３である時の複数のＸ３は互いに同じであっても異なっ
ていてもよいし、ｕ２が２～３である時の複数のＸ４も互いに同じであっても異なってい
てもよい。また、１，４－フェニレンの任意のＨは炭素数１～４のアルキルで置換されて
いてもよい。）
【００３９】
【化１９】

（式中、Ｒ８はＨ、または炭素数１～１２の直鎖もしくは分岐状のアルキルであり、この
アルキル中の１個もしくは隣り合わない複数のＣＨ２はＯで置換されていてもよく、Ｘ５

は単結合、または炭素数１～５のアルキレンであり、このアルキレン中の１個もしくは隣
り合わない複数のＣＨ２はＯで置換されていてもよく、ｍは０～３の整数であり、ｎは１
～５の整数である。また、ベンゼン環に対する置換基および遊離基の結合位置は任意の位
置である。）
【００４０】
　式（２）で表される有機残基を与えるジアミノ化合物は、式（１７）で表される。
【化２０】

（式中のＲ４、Ａ、Ｚ１、Ｚ２、ｒ、ｓ、ｔ１およびｔ２の意味は、式（２）における場
合と同じである。）
　この式（１７）で表されるジアミノ化合物の具体例の一部を、Ｒ４、環Ａ、Ｚ、ｒ、ｓ
およびｔの組み合わせによって、表１～表５に示す。なお、Ｚ１＝Ｚ２＝Ｚであり、ｔ１
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＝ｔ２＝ｔである。また、これらの表の環Ａの欄に記載されたＢは１，４－フェニレン、
Ｃｈは１，４－ジクロヘキシレンを示す。
【００４１】
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【表１】

【００４２】
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【表２】

【００４３】
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【表３】

【００４４】
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【表４】

【００４５】
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【表５】

【００４６】
　式（１７）で表されるジアミノ化合物は、これらの例示化合物に限定されることはなく
、また２種以上を組み合わせて用いることができる。これらのジアミノ化合物において、
ｒが０で、Ｒ４がＨまたは短鎖のアルキルの場合は、液晶に小さめのプレチルト角を発現
させる液晶配向膜を与え、ｒが１～３の場合は、Ｒ４がＨであっても液晶に大きいプレチ
ルト角を発現させる液晶配向膜を与える。小さいプレチルト角を発現させる液晶配向膜の
場合はＩＰＳ型液晶表示素子に好適であり、プレチルト角が３～８°程度の場合は、ＴＮ
型液晶表示素子に好適である。また、ＳＴＮ型液晶表示素子、ＶＡ型液晶表示素子および
ＯＣＢ型液晶表示素子の場合は、さらに大きなプレチルト角が要求される場合もあるが、
この場合は側鎖基の長いジアミノ化合物を用いればよい。
【００４７】
　さらに、式（１８）、式（１９）および式（２０）のそれぞれで表されるような、炭素
数３以上の側鎖基を有するジアミノ化合物を用いてもよい。
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【化２１】

【００４８】

【化２２】

【００４９】
【化２３】

【００５０】
（これらの式中のＺ１、Ｚ２、ｔ１およびｔ２の意味は、式（２）における場合と同じで
あり、Ｒ１４およびＲ１５はそれぞれ独立して水素または炭素数１～１２のアルキルであ
る。但し、式（１８）および式（１９）のステロイド骨格における任意の環は、縮小、拡
大または開裂したものでもよく、ビシクロ環であってもよく、不飽和結合が任意の位置に
おいて増加または減少したものであってもよく、任意の位置のＨまたはアルキルが他の１
価の有機基で置換されたものであってもよい。）
【００５１】
　式（３）で表される有機残基を与えるジアミノ化合物は、式（２１）で表される。
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【化２４】

（式中のＸ１、Ｘ２、Ｇ１、Ｇ２およびＲ５の意味は式（３）における場合と同じであり
、またベンゼン環に対する置換基および２個のアミノ基の結合位置は任意の位置である。
）
　式（２１）で表されるジアミノ化合物の具体例の一部を、Ｘ１、Ｘ２、Ｇ１、Ｇ２およ
びＲ５の組み合わせによって、表６～表１２に示す。これらの表においては、「－」は単
結合、「Ｂ」は１，４－フェニレン、「Ｃｈ」は１，４－シク口ヘキシレンを示す。また
、「Ｂ－Ｃｈ」、「Ｃｈ－Ｂ」、「Ｂ－Ｃｈ－Ｃｈ」などは、環の種類と結合の順序を示
す。例えば、Ｇ１の欄のＢ－Ｃｈは、Ｘ１に１，４－フェニレンが結合し、この１，４－
フェニレンに結合した１，４－シクロヘキシレンにＸ２が結合していることを意味し、Ｇ
２の欄のＣｈ－Ｂは、Ｘ２に１，４－シクロヘキシレンが結合し、この１，４－シクロヘ
キシレンに結合した１，４－フェニレンにＲ５が結合していることを意味する。なお、こ
れらの表に記載した化合物は１，３－ジアミノベンゼン誘導体であり、Ｘ１がジアミノベ
ンゼンの５位に結合したジアミノ化合物である。
【００５２】
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【表６】

【００５３】
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【表７】

【００５４】
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【表８】

【００５５】



(31) JP 5245187 B2 2013.7.24

10

20

30

40

【表９】

【００５６】
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【表１０】

【００５７】
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【表１１】

【００５８】
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【表１２】

【００５９】
　式（２１）で表されるジアミノ化合物は、これらの例示化合物に限定されることはなく
、また２種以上を組み合わせて用いることができる。これらのジアミノ化合物において、
Ｇ１および／またはＧ２の環数が多くなり、Ｘ１および／またはＸ２が長鎖のアルキレン
で、Ｒ５が長鎖のアルキル、フルオロアルキルもしくはアルコキシの場合は、液晶に大き
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なプレチルト角を発現させる液晶配向膜を与える。
【００６０】
　式（４）で表される有機残基を与えるジアミノ化合物は、式（２２）で表される。
【化２５】

（式中のＸ３、Ｘ４、Ｒ６、Ｒ７、ｕ１およびｕ２の意味は、式（４）における場合と同
じである。）
　式（２２）で表されるジアミノ化合物の具体例の一部を、式（２２）においてＸ４＝Ｘ
３であり、ｕ２＝ｕ１である場合について、Ｘ３、ｕ１、Ｒ６およびＲ７の組み合わせに
よって、表１３～表１９に示す。なお、これらの表において、「－」は単結合を示す。
【００６１】
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【表１３】

【００６２】
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【表１４】

【００６３】
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【表１５】

【００６４】
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【表１６】

【００６５】
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【表１７】

【００６６】
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【表１８】

【００６７】
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【表１９】

【００６８】
　式（２２）で表されるジアミノ化合物は、これらの例示化合物に限定されることはなく
、また２種以上を組み合わせて用いることができる。これらのジアミノ化合物が、Ｒ６お
よびＲ７が水素、または短鎖のアルキルもしくはパーフルオロアルキルである場合には、
これを用いて得られる本発明の液晶配向剤は、液晶に小さめのプレチルト角を発現する液
晶配向膜を与える
【００６９】
　式（５）で表される有機残基を与えるジアミノ化合物は、式（２３）で表される。
【化２６】

（式中のＸ５、Ｒ８、ｍおよびｎの意味は、式（５）における場合と同じであり、ベンゼ
ン環に対する置換基およびアミノ基の結合位置は任意の位置である。）
　式（２３）で表されるジアミノ化合物の具体例の一部を、Ｘ５、Ｒ８、ｍおよびｎの組
み合わせによって、表２０～表２１に示す。なお、これらの表において、「－」は単結合
を示す。また、これらの表に記載のジアミノ化合物は、２個のアミノ基がそれぞれベンゼ
ン環のメチレン基の結合位置に対してパラ位に結合し、シクロヘキシレンが同じくオルソ
位に結合している化合物である。
【００７０】
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【表２０】

【００７１】
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【表２１】

【００７２】
　式（２３）で表されるジアミノ化合物は、これらの例示化合物に限定されることはなく
、また２種以上を組み合わせて用いることができる。これらのジアミノ化合物において、
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ｍが０、Ｒ８がＨまたは短鎖のアルキルであり、Ｘ５が単結合または短鎖のアルキレンで
ある場合にはプレチルト角が小さめになり、ｍが１～３である場合には、Ｒ８がＨであり
、Ｘ５が単結合であってもプレチルト角が大きくなる。
【００７３】
　以上はあくまでも、式（２）～式（５）のそれぞれで表される有機残基を与えるジアミ
ノ化合物について、それらの一部を具体例として示したに過ぎないのであり、本発明に係
る炭素数３以上の側鎖基を有するジアミノ化合物はこれらに限定されることはない。これ
らの他にも、例えばフェニレンジアミンにステロイド系の側鎖を設けたジアミノ化合物等
のような炭素数３以上の側鎖基を有するジアミノ化合物を、本発明の目的が達成されるこ
とを条件に、広い範囲から選択することができる。
【００７４】
　本発明においては、プレチルト角を要求される値に調整するために、上記の液晶のプレ
チルト角を大きくすることに効果的な炭素数３以上の側鎖基を有するジアミノ化合物（以
下、第１群のジアミノ化合物と称することがある。）と炭素数３以上の側鎖基を持たない
ジアミノ化合物（以下、第２群のジアミノ化合物と称することがある。）とを併用するこ
とができる。本発明において使用することのできる第２群のジアミノ化合物には、芳香族
系ジアミノ化合物、脂環式系ジアミノ化合物および脂肪族系ジアミノ化合物などがあり、
これらを多数の公知文献に記載されているものから選択することがきる。そして、公知文
献の一例として、ＷＯ　０１／００７３２Ａ１公報の１９～２０ページおよび３４～３７
ページに記載のジアミノ化合物を挙げることができる。この他、この公報に記載のジアミ
ノ化合物に関連して、そのアミノ基の結合位置が異なるもの、その構造中のアルキルおよ
び／またはアルキレンの炭素数が異なるもの、任意のＨがＦで置換されているもの、芳香
環が異なる個数のアルキルで置換されているものなどを挙げることができる。更にまた、
上記のジアミノ化合物の他、アルキレン中に酸素原子を有する構造のジアミノ化合物など
も挙げることができる。
【００７５】
　このように、本発明で用いる第２群のジアミノ化合物は、非常に多くの化合物の中から
任意に選択して利用することが可能であり、また２種以上を組み合わせて用いることがで
きる。ただ、第２群のジアミノ化合物の内の脂肪族系のものは、液晶の配向性を良好に保
つ範囲内で使用されることが好ましい。また、液晶表示素子の電気的性質を高く保つため
、第２群のジアミノ化合物についても、エーテル、エステル、チオエーテル、チオエステ
ル等の基を、その構造中に含まない構造のものであることが好ましい。
【００７６】
　本発明のＮ置換ポリアミドイミドを製造するにあたり、第１群のジアミノ化合物と第２
群のジアミノ化合物とを併用する場合、両者の比率は、併用される化合物の種類と要求さ
れるプレチルト角の値によって異なるので一様でないが、モル比（第１群のジアミノ化合
物／第２群のジアミノ化合物）で表した場合（１００／０）～（１／９９）、好ましくは
（１００／０）～（１０／９０）、さらに好ましくは（１００／０）～（２０／８０）の
範囲が適当である。なお、第１ジアミノ化合物の割合を増やすとプレチルト角が大きくな
る。
【００７７】
　本発明のポリアミドイミドは、ポリマー中の全アミド結合の３０モル％以上がＮに１価
の有機基が結合したアミド結合であることを特徴とするＮ置換ポリアミドイミドである。
この１価の有機基は、炭素数１～２０の直鎖もしくは分岐のアルキル、炭素数１～８の直
鎖もしくは分岐のヒドロキシアルキル、炭素数２～２０の直鎖もしくは分岐のアルコキシ
アルキル、炭素数２～１５の不飽和脂肪族基、脂環式基を有する基、芳香族系炭化水素基
、ステロイド骨格を有する基、カルボニル基を有する基、オルガノシリル基、およびオル
ガノシリル基含有基からなる群から選択される１種以上の基である。そして、前記のアル
キル中の任意のＨはＦで置換されてもよく、また前記の芳香族系の炭化水素基においては
、芳香環とアルキルまたはアルキレンとがＯを介して結合してもよく、芳香環の置換基で
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あるアルキルのＨはＦで置換されてもよく、芳香環の１個のＨがＣＮで置換されてもよい
。
【００７８】
　しかしながら、この１価の有機基として屈曲性の高い基を用いると液晶配向性が極端に
悪化することがあるため、液晶配向性への影響を考慮すると炭素数５以下の有機基、特に
炭素数５以下のアルキルが好ましく、このアルキル中の任意のＣＨ２は、Ｏが２個続くよ
うなことがない限り、Ｏ、ＣＯまたはＣＯＯで置換されていてもよい。しかしながらこの
１価の有機基は、液晶配向性に問題がなければ前記の有機基のいずれであってもよい。そ
して、この１価の有機基による置換割合は、５０モル％以上であることが好ましく、７０
モル％以上であることがさらに好ましい。該１価の有機基をポリアミドイミド中に導入す
ることにより、特に液晶配向剤ワニスとして使用した場合の電気特性の向上に多大な効果
がある。なお、Ｎ置換ポリアミドイミドにおける該１価の有機基の割合は、液晶表示素子
の電気特性の向上効果を十分に発揮するために、３０モル％以上でなければならない。
【００７９】
　このような１価の有機基のうちのアルキルの具体例として、メチル、エチル、ｎ－プロ
ピル、ｎ－ブチル、ｎ－ペンチル、ｎ－ヘキシル、ｎ－ヘプチル、ｎ－オクチル、ｎ－ノ
ニル、ｎ－デシル、ｎ－ウンデシル、ｎ－ドデシル、ｎ－トリデシル、ｎ－テトラデシル
、ｎ－ペンタデシル、ｎ－ヘキサデシル、ｎ－ヘプタデシル、ｎ－オクタデシル、ｎ－ノ
ナデシル、ｎ－エイコシル、イソプロピル、イソブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔｅｒｔ－ブ
チル、イソペンチル、ネオペンチル、ｔｅｒｔ－ペンチル、１－メチルペンチル、２－メ
チルペンチル、３－メチルペンチル、４－メチルペンチル、イソヘキシル、１－エチルペ
ンチル、２－エチルペンチル、３－エチルペンチル、４－エチルペンチル、２，４－ジメ
チルヘキシル、２，３，５－トリエチルヘプチル、トリフルオロメチル、パーフルオロエ
チル、ｎ－パーフルオロプロピル、ｎ－パーフルオロブチル、ｎ－パーフルオロペンチル
、ｎ－パーフルオロヘキシル、ｎ－パーフルオロヘプチル、ｎ－パーフルオロオクチル、
ｎ－パーフルオロノニル、ｎ－パーフルオロデシル、ｎ－パーフルオロウンデシル、ｎ－
パーフルオロドデシル、ｎ－パーフルオロトリデシル、ｎ－パーフルオロテトラデシル、
ｎ－パーフルオロペンタデシル、ｎ－パーフルオロヘキサデシル、ｎ－パーフルオロヘプ
タデシル、ｎ－パーフルオロオクタデシル、ｎ－パーフルオロノナデシル、およびｎ－パ
ーフルオロエイコシル等を挙げることができる。
【００８０】
　ヒドロキシアルキルの具体例としてヒドロキシメチル、ヒドロキシエチル、ヒドロキシ
プロピル、ヒドロキシブチル、ヒドロキシペンチルおよびヒドロキシヘキシル等、アルコ
キシアルキルの具体例としてメトキシメチル、メトキシエチル、メトキシプロピル、メト
キシブチル、メトキシペンチル、メトキシヘキシル、エトキシメチル、エトキシエチル、
エトキシプロピル、エトキシブチル、エトキシペンチル、エトキシヘキシル、ヘキシルオ
キシメチル、ヘキシルオキシエチル、ヘキシルオキシプロピル、ヘキシルオキシブチル、
ヘキシルオキシペンチルおよびヘキシルオキシヘキシル等、また不飽和脂肪族基の具体例
としてビニル、エチニル、１－プロペニル、２－プロペニル、イソプロペニル、２－ブテ
ニル、１，３－ブタジエニル、２－ペンチニル、２－ペンチン－４－イル、および２－ノ
ニル－２－ブテニル等を挙げることができる、
【００８１】
　脂環式基を有する基の具体例としてシクロプロピル、シクロブチル、シクロペンチル、
シクロヘキシル、ビシクロヘキシル、シクロプロピルメチル、シクロブチルメチル、シク
ロペンチルメチル、シクロヘキシルメチル、ビシクロヘキシルメチル、２－シクロペンテ
ン－１－イル、および２，４－シクロペンタジエン－１－イル等、芳香族系炭化水素基の
具体例としてフェニル、２，６－ジメチルフェニル、２，６－ジイソプロピルフェニル、
ビフェニル、トリフェニル、ターフェニル、ベンジル、ビフェニルメチル、トリフェニル
メチル、ターフェニルメチル、４－メチルベンジル、４－（ｔｅｒｔ－ブチル）ベンジル
、α－メチルベンジル、１－ナフチル、２－ナフチル、９－アントリルメチル、５－フェ
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ニル－２，４－ペンタジイニル、４－メトキシベンジル、フェノキシメチル、ベンジルオ
キシメチル、ビフェニルオキシメチル、ナフチルオキシメチル、４－トリフルオロメチル
ベンジル、シアノフェニル、シアノビフェニル、シアノターフェニル、シアノベンジル、
シアノフェニルメチル、シアノビフェニルメチル、およびシアノターフェニルメチル等、
Ｏ含有複素環系の基の具体例としてフルフリル、（３－フリル）メチル、２－オキセタニ
ルメチル、３－オキセタニルメチル、オキソラニルメチル、およびジオキソラニルメチル
等を挙げることができる。
【００８２】
　そして次に、ステロイド骨格を有する基の具体例としてコレステリル、アンドロステリ
ル、β－コレステリル、エピアンドロステリル、エリゴステリル、エストリル、１１α－
ヒドロキシメチルステリル、１１α－プロゲステリル、ラノステリル、メラトラニル、メ
チルテストロステリル、ノレチステリル、プレグネノニル、β－シトステリル、スチグマ
ステリル、テストステリル、および酢酸コレステロ－ルエステル等、カルボニル基を有す
る基の具体例としてホルミル、アセチル、ベンゾイル、メトキシカルボニル、およびフェ
ニルメトキシカルボニル等、オルガノシリルおよびオルガノシリル含有基の具体例として
トリメチルシリル、トリエチルシリル、トリフェニルシリル、および４－トリメチルシリ
ルベンジル等を挙げることができる。
【００８３】
　これらの中でもメチル、エチル、ｎ－プロピル、ｎ－ブチル、ｎ－ペンチル、イソプロ
ピル、イソブチル、ｓｅｃ－ブチル、ｔｅｒｔ－ブチル、イソペンチル、ネオペンチル、
ｔｅｒｔ－ペンチル、ビニル、エチニル、１－プロペニル、２－プロペニル、イソプロペ
ニル、２－ブテニル、１，３－ブタジエニル、２－ペンテニル、２－ペンテン－４－イル
、シクロプロピル、シクロブチル、シクロペンチル、シクロプロピルメチル、シクロブチ
ルメチル、２－シクロペンテン－１－イル、２，４－シクロペンタジエン－１－イル、ト
リフルオロメチル、パーフルオロエチル、メトキシメチル、メトキシエチル、メトキシプ
ロピル、メトキシブチル、エトキシメチル、エトキシエチル、エトキシプロピル、ヒドロ
キシメチル、ヒドロキシエチル、ヒドロキシプロピル、ヒドロキシブチル、ヒドロキシペ
ンチル、フルフリル、（３－フリル）メチル、２－オキセタニルメチル、３－オキセタニ
ルメチル、オキソラニルメチル、ジオキソラニルメチル、ホルミル、アセチル等の炭素数
５以下の１価の有機基が好ましく用いられる。
【００８４】
　本発明のＮ置換ポリアミドイミドは、以下に示す何れの方法によっても合成することが
できる。まず最初の方法は、ジアミノ化合物とカルボン酸類とを反応させてポリアミドイ
ミドを合成し、次いで、得られたポリアミドイミドのアミド結合（ＣＯＮＨ）の水素原子
を１価の有機基で置換する方法（以下、後置換法と称することがあある。）である。即ち
、ポリアミドイミドをジメチルスルホキシド、Ｎ－メチルピロリドン、Ｎ，Ｎ－ジメチル
ホルムアミドまたはＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミド等の溶媒に溶解し、ナトリウムメトキ
シド、水素化ナトリウム、水素化カリウム、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、ブチル
リチウムまたはトリエチルアミン等の塩基と反応させた後、前記１価の有機基のハロゲン
化物と反応させることにより、Ｎ置換ポリアミドイミドを得ることができる。
【００８５】
　本発明のＮ置換ポリアミドイミドを合成する別の方法は、予めアミノ基（ＮＨ２）のＨ
を前記１価の有機基で置換したジアミノ化合物（Ｎ置換ジアミノ化合物）を原料として用
いて、ポリアミドイミドを製造する方法（以下、前置換法と称することがあある。）であ
る。このＮ置換ジアミノ化合物は、（１）ジアミノ化合物と、プロピルアルデヒドもしく
はベンズアルデヒド等のアルデヒド類、またはメチルエチルケトンもしくはシクロヘキサ
ノン等のケトン類とを脱水縮合させてイミン化合物とし、このイミンの二重結合を還元す
る方法；（２）ジアミノ化合物と、アセチルクロリドまたは安息香酸クロリド等の酸ハラ
イド類とを反応させてアミド化合物とし、このアミドのカルボニル基を水素化リチウムア
ルミニウム等で還元する方法；および（３）Ｎ－メチルアニリン、Ｎ，Ｎ－ジフェニルア
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ミンあるいはＮ－メチル－３－アミノトルエン等のＮ－置換アニリン類とホルムアルデヒ
ドとを酸触媒の存在下で反応させ、Ｎ，Ｎ’－置換ジアミノジフェニルメタン類を得る方
法等の公知の有機合成法を参照することにより、容易に得ることができる。
【００８６】
　次に、ポリアミドイミドの製造法について説明する。アミド結合を生成させる反応は、
カルボン酸ハライドとアミノ基とを、必要によりジメチルスルホキシド、Ｎ－メチルピロ
リドン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミドもしくはＮ，Ｎ－ジメチルアセトアミド等の溶媒
の存在下、必要に応じピリジンまたはトリエチルアミン等とともに、０～３００℃の温度
範囲で反応させることにより実施できる。または、カルボキシル基とアミノ基とを、必要
により前記の溶媒の存在下、必要に応じて（ＰｈＯ）３Ｐ、（ＰｈＯ）ＰＣｌ２、ＰｈＰ
ＯＣｌ２または（Ｃ３Ｈ７）３Ｐ（Ｏ）Ｏ等の縮合剤を用い、ピリジンとともに０～３０
０℃の範囲で反応させることによっても、アミド結合を生成させることができる。一方、
イミド結合の生成は、環状のジカルボン酸無水物構造とアミノ基とを、必要により前記の
溶媒の存在下０～１００℃の範囲で反応させてアミド酸構造とし、これにピリジンおよび
無水酢酸を加え、０～２００℃の範囲で反応させることにより実施できる。
【００８７】
　また、ジアミノ化合物とホスゲン２量体等とを反応させて得られるジイソシアネート化
合物を用いても、アミド結合を生成させる反応とイミド結合を生成させる反応とを実施で
きる。この場合のアミド結合を生成させる反応は、カルボキシル基と前記ジイソシアネー
ト化合物中のイソシアネート基とを、必要により前記の溶媒やジグライム、テトラヒドロ
フラン、シクロヘキサノン、メチルエチルケトン、アセトニトリル、またはγ－ブチロラ
クトン等の溶媒の存在下、必要に応じ３級アミン類、アルカリ金属化合物、アルカリ土類
金属化合物等の触媒あるいは少量の水やキシレン、トルエン等の芳香族炭化水素とともに
、０～３００℃の範囲で反応させることにより行うことができる。そして、カルボキシル
基に替えて環状のジカルボン酸無水物構造を用いれば、アミド結合を生成させる反応と同
様にして、直接イミド結合を生成させることができる。
【００８８】
　従って、本発明においてポリアミドイミドを合成する好ましい方法としては、（ｉ）酸
無水物構造と酸ハライド基とを有する少なくとも１種のカルボン酸類、（ii）酸無水物構
造と酸ハライド基とを有するカルボン酸類の少なくとも１種およびジカルボン酸ジ酸ハラ
イドの少なくとも１種、（iii）酸無水物構造と酸ハライド基とを有するカルボン酸類の
少なくとも１種およびテトラカルボン酸類（テトラカルボン酸二無水物、テトラカルボン
酸テトラ酸ハライド、またはテトラカルボン酸の２個のカルボキシル基が無水物構造とな
り、残りの２個のカルボキシル基が酸ハライド化された誘導体）の少なくとも１種、（ｉ
ｖ）ジカルボン酸ジ酸ハライドの少なくとも１種および前記テトラカルボン酸類の少なく
とも１種、または（ｖ）環状のジカルボン酸無水物構造と酸ハライド基とを有するカルボ
ン酸類の少なくとも１種、ジカルボン酸ジ酸ハライドの少なくとも１種および前記テトラ
カルボン酸類の少なくとも１種のいずれかの組み合わせのカルボン酸原料とジアミノ化合
物とを用い、溶剤の存在下で最初に酸無水物構造とアミノ基を反応させ、次いでピリジン
またはトリエチルアミン等を加えて酸ハライド基とアミノ基を反応させてポリアミドアミ
ド酸を合成した後、さらに無水酢酸を加えて加熱してアミド酸構造を脱水閉環する方法が
挙げられる。
【００８９】
　ポリアミドイミドを合成する方法の次の例は、（ｖｉ）酸無水物構造とカルボキシル基
とを有する少なくとも１種のカルボン酸類、（ｖｉｉ）酸無水物構造とカルボキシル基と
を有するカルボン酸類の少なくとも１種およびジカルボン酸の少なくとも１種、（ｖｉｉ
ｉ）酸無水物構造とカルボキシル基とを有するカルボン酸類の少なくとも１種およびテト
ラカルボン酸二無水物の少なくとも１種、（ｉｘ）ジカルボン酸の少なくとも１種および
テトラカルボン酸二無水物の少なくとも１種、または（ｘ）酸無水物構造とカルボキシル
基とを有するカルボン酸類の少なくとも１種、ジカルボン酸の少なくとも１種およびテト
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ラカルボン酸二無水物の少なくとも１種のいずれかの組み合わせのカルボン酸原料とジイ
ソシアネート化合物とを、溶媒の存在下、必要に応じ３級アミン類、アルカリ金属化合物
、アルカリ土類金属化合物等の触媒あるいは少量の水やキシレン、トルエン等の芳香族炭
化水素とともに、０～３００℃の範囲で反応させる方法である。
【００９０】
　また、前記カルボン酸原料の組み合わせ（ｖｉ）～（ｘ）のいずれかとジアミノ化合物
を用い、溶剤の存在下で最初に酸無水物構造とアミノ基を反応させ、次いで（ＰｈＯ）３

Ｐ、（ＰｈＯ）ＰＣｌ２、ＰｈＰＯＣｌ２または（Ｃ３Ｈ７）３Ｐ（Ｏ）Ｏ等の縮合剤、
およびピリジンとともに、０～３００℃の範囲で反応させることによってポリアミドアミ
ド酸を合成した後、さらに無水酢酸を加えて加熱しアミド酸構造を脱水閉環してポリアミ
ドイミドとしてもよい。
【００９１】
　本発明のＮ置換ポリアミドイミドを前置換法により合成するには、前記のポリアミドイ
ミド合成法において、ジアミノ化合物に替えて前記のＮ置換ジアミノ化合物を原料として
用いればよい。場合によっては、酸無水物構造と酸ハライド基とを有するカルボン酸類と
前記のＮ置換ジアミノ化合物とから式（２４）で表されるＮ置換アミド結合を有するカル
ボン酸類を合成し、これとジアミノ化合物とを重合反応させてＮ置換アミド結合を有する
ポリアミド酸とした後、これをイミド化することにより得ることもできる。または、式（
２４）の化合物とジイソシアネート化合物とを反応させてもよい。
【化２７】

（式中、Ｔ１はトリカルボン酸類由来の有機残基であり、Ｄ１はジアミノ化合物由来の有
機残基であり、Ｒ１は１価の有機基である。）
【００９２】
　しかしながらこの前置換法に比べると、前記の後置換法の方が、反応性に優れるため分
子量の高いＮ置換ポリアミドイミドを与える。従って、これを液晶配向膜とした場合に、
膜自体の機械的性質がよいため液晶配向性を付与するラビング工程で膜が削られたり液晶
配向性が乱れる等の欠点を回避できる。
【００９３】
　本発明のＮ置換ポリアミドイミドの分子量は、例えばゲルパーミエーションクロマトグ
ラフ（ＧＰＣ）のポリスチレン換算の重量平均分子量（Ｍｗ）で１０，０００～５００，
０００程度であることが好ましく、さらに好ましくは２０，０００～２００，０００であ
る。
【００９４】
　本発明の液晶配向剤ワニスは、上述のＮ置換ポリアミドイミドと溶媒を含む組成物であ
り、均一溶液として用いられる。この液晶配向剤ワニスは、Ｎ置換ポリアミドイミドを必
須成分とするものであるが、本発明の効果が損なわれない範囲内で他の高分子化合物を併
用することができる。本発明のＮ置換ポリアミドイミドと併用可能な高分子化合物として
は、一般的に液晶配向剤ワニスに用いられているポリアミド酸、可溶性ポリイミド、ポリ
アミド等の材料を挙げることができる。このような他の高分子化合物を併用することによ
り、液晶配向剤としての更なる特性向上を図ることができる。
【００９５】
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　本発明の液晶配向剤ワニス中の高分子化合物の濃度は、０．１～４０重量％とすること
が好ましい。液晶配向剤ワニスを基板に塗布する際には、膜厚調整のため該ワニスを予め
溶剤により希釈することが必要とされる場合があるが、ワニスに対して溶剤を均一に混合
でき、良好に希釈できるためには、高分子化合物の濃度を４０重量％を超えない範囲に保
つことが必要である。スピンナ－法や印刷法の場合に膜厚を良好に保つためには、通常１
０重量％以下とすることが多い。その他の塗布方法、例えばディッピング法では、１０重
量％よりさらに低濃度とすることもあり得る。一方、高分子化合物の濃度が０．１重量％
未満では、得られる液晶配向膜の膜厚が薄くなり過ぎるという問題を生じ易い。従って高
分子化合物の濃度は、通常のスピンナ－法や印刷法等では０．１重量％以上、好ましくは
０．５～１０重量％程度が適当である。しかし、ワニスの塗布方法によっては、さらに希
薄な濃度で使用してもよい。
【００９６】
　本発明の液晶配向剤ワニスにおいて、Ｎ置換ポリアミドイミドを溶解するための溶剤は
、高分子化合物を溶解する能力を持った液体であればよく、その他に格別な制限はない。
従って、ポリアミドイミド、ポリアミド酸、可溶性ポリイミド、ポリアミド等の製造工程
や用途方面で通常使用されている溶剤の中から、使用目的に応じて適宜選択すればよい。
これらの溶剤の例として、上記ポリマーに対し親溶剤である非プロトン性極性有機溶剤、
例えばＮ－メチル－２－ピロリドン、ジメチルイミドゾリジノン、Ｎ－メチルカプロラク
タム、Ｎ－メチルプロピオンアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、ジメチルスルホオ
キシド、Ｎ，Ｎジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルホルムアミド、ジエチルアセト
アミドまたはγ－ブチルラクトン等を用いることができる。
【００９７】
　また、塗布性改善等を目的として、上記の溶剤に他の溶剤を添加した混合溶剤を使用す
ることもできる。そのような目的で使用する他の溶剤として、例えば乳酸アルキル、３－
メチル－３－メトキシブタノール、テトラリン、イソホロン、エチレングリコールモノブ
チルエーテル等のエチレングリコールモノアルキルエーテル、ジエチレングリコールモノ
エチルエーテル等のジエチレングリコールモノアルキルエーテル、エチレングリコールモ
ノアルキルアセテート、エチレングリコールモノフェニルアセテート、トリエチレングリ
コールモノアルキルエーテル、プロピレングリコールモノブチルエーテル等のプロピレン
グリコールモノアルキルエーテル、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル等のジプ
ロピレングリコールモノアルキルエーテル、マロン酸ジエチル等のマロン酸ジアルキル、
およびこれらの溶剤のＯＨが酢酸エステル化された化合物等を挙げることができる。
【００９８】
　本発明の液晶配向剤ワニスは、必要により各種の添加剤を含有することができる。例え
ば、塗布性の向上を望む場合にはかかる目的に沿った界面活性剤を、帯電防止の向上を必
要とする場合は帯電防止剤を、また基板との密着性の向上望む場合にはシランカップリン
グ剤やチタン系のカップリング剤を配合してもよい。このようにして得られる液晶配向剤
ワニスは、主にＴＦＴ用液晶配向膜の形成にとって好適なものとなるが、適度なプレチル
トを与えることができることから通常のＴＮ型液晶表示素子用、ＳＴＮ型液晶表示素子用
、ＩＰＳ型液晶表示素子用、ＶＡ型液晶表示素子用、ＯＣＢ型液晶表示素子用、強誘電性
液晶用または反強誘電性液晶表示素子用の液晶配向膜を形成するに際しても有用であり、
さらに液晶表示素子としての電気特性に優れているので保護膜や絶縁膜等にも使用するこ
とができる。
【００９９】
　本発明の液晶配向剤ワニスを用いて液晶配向膜を形成した基板と、これと同一であって
も異なっていてもよい液晶配向膜を形成させた他の基板とを、液晶配向膜が対向するよう
に配置し、その間に液晶を挟み込んで液晶挟持基板とし、公知の方法により液晶表示素子
とすることができる。液晶配向膜の形成は、液晶配向剤ワニスを基板上へ塗布する工程、
これに続く乾燥工程、および脱水・閉環反応に必要な加熱処理工程により行われる。塗布
の方法としてスピンナー法、印刷法、ディッピング法および滴下法等が一般に知られてい
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るが、これらの方法は本発明においても同様に適用可能である。また、乾燥工程および脱
水・閉環反応に必要な加熱処理を施す工程の方法として、オーブンまたは赤外炉の中で加
熱処理する方法やホットプレート上で加熱処理する方法等が一般に知られているが、これ
らの方法も本発明において同様に適用可能である。乾燥工程は溶剤の蒸発が可能な範囲内
の比較的低温下で実施することが好ましく、また加熱処理工程は１５０～３００°Ｃ程度
の温度下で行うことが好ましい。
【０１００】
　本発明の液晶表示素子において好ましく用いられる液晶組成物は、例えばＳＴＮ型液晶
表示素子用としては特開平８－１５７８２８号公報、特開平８－２３１９６０号公報、特
開平９－２４１６４４号公報、および特開平９－３０２３４６号公報に開示されている液
晶組成物を例示でき、ＴＦＴ型液晶表示素子用（ＴＮ型、ＩＰＳ型、ＶＡ型、ＯＣＢ型）
としては特開平８－１９９１６８号公報、特開平９－２３５５５２号公報、特開平９－２
４１６４３号公報、特開平１０－２０４０１６号公報、特開平１０－２０４４３６号公報
、特開平１０－２３１４８２号公報、特開平２０００－０８７０４０公報に開示されてい
る液晶組成物を例示でき、これらに開示された組成物を主体として構成された液晶組成物
を好ましク用いることができる。また、前記液晶組成物に一種以上の光学活性化合物を添
加して使用することもできる。
【実施例】
【０１０１】
　以下に実施例によって本発明を詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例によって何
ら限定されるものではない。また、本実施例においては、更なる特性向上を図る目的でＮ
置換ポリアミドイミドとポリアミド酸とを併用した場合の例を挙げているが、本発明の効
果が損なわれない限りＮ置換ポリアミドイミドを単独で用いても何ら問題とならない。
　以下に、各実施例および比較例で使用した原料の略号およびそれに対応する化合物名を
示す。
　ＴＰＡ：テレフタル酸ジクロリド
　ＴＭＡ：トリメリット酸無水物クロリド
　ＰＭＤＡ：ピロメリット酸二無水物
　ＣＢＤＡ：シクロブタンテトラカルボン酸二無水物
　ＢＤＡ：ブタンテトラカルボン酸二無水物
　ＤＰＭ：４，４’－ジアミノジフェニルメタン
　４ＣＢ１Ｂ：１，１－ビス（４－（（４－アミノフェニル）メチル）フェニル）－４－
ブチルシクロヘキサン
　５ＣＣＢＯＢ：１，１－ビス（４－（４－アミノフェノキシ）フェニル）－４－（４－
ペンチルシクロヘキシル）シクロヘキサン
　５ＣＣＢ１Ｐ：５－（４－（４－（４－ペンチルシクロヘキシル）シクロヘキシル）フ
ェニル）メチル－１，３－ジアミノベンゼン
　６ＢＯＢ：２，２－ビス（４－（４－アミノフェノキシ）フェニル）－ヘキサン
　５ＣＣＤＰＭ：１－（４－ペンチルシクロヘキシル）－４－（５－アミノベンジル－２
－アミノフェニル）シクロヘキサン
　ＮＭＰ：Ｎ－メチル－２－ピロリドン
　ＢＣ：ブチルセロソルブ
【０１０２】
実施例１
　（ポリアミドイミドの合成）
　温度計、攪拌機、コンデンサー、原料投入口、および窒素ガス導入口を備えた３００ｍ
ｌの四つ口フラスコに、５．００１ｇのＤＰＭ、６．８２８ｇの４ＣＢ１Ｂ、および１０
０．０ｇの脱水ＮＭＰを入れ、乾燥窒素気流下に攪拌して溶解した。溶液を５℃に冷却し
、ＴＭＡを８．１７１ｇ添加して２５℃で４時間反応させた。その後、ピリジン１５．３
４ｇを加えて、さらに２５℃で１５時間反応させ、粘調なポリアミドアミド酸溶液を合成
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３時間反応させた。そして、得られた反応容液を多量のメタノ－ル中に投入し、析出した
ポリマーを濾別した。得られたポリマーを再度ＮＭＰに溶解した後、純水から再沈殿させ
て濾別し、減圧乾燥して１６．５ｇのポリアミドイミドを得た。このポリアミドイミドを
ＰＡＩ－１とする。
　カルボン酸類およびジアミノ化合物の種類と組成を変えた以外は同様の条件で操作して
、ＰＡＩ－２～ＰＡＩ－８のポリアミドイミドを合成した。得られたポリアミドイミドの
原料組成を表２２に示した。

【０１０３】
【表２２】

【０１０４】
実施例２
　（Ｎ置換ポリアミドイミドの合成）
　温度計、攪拌機、コンデンサー、原料投入口、および窒素ガス導入口を備えた１００ｍ
ｌの四つ口フラスコに、実施例１で得られたポリアミドイミド（ＰＡＩ－１）３．００ｇ
と脱水ＮＭＰ４７．００ｇを入れ、２５℃で１時間攪拌して溶解させた。この溶液に水素
化ナトリウム０．６５１ｇを加えて２５℃で１５時間反応させ、さらに５０℃で３時間反
応させた。この反応液にヨウ化メチル２．４０２ｇを加えてさらに１５時間反応させた。
得られた最終反応液から、前述のポリアミドイミド（ＰＡＩ－１）と同様の再沈殿操作に
よってポリマーを得、このポリマーを減圧乾燥して、２．２ｇのＮ置換ポリアミドイミド
を得た。このＮ置換ポリアミドイミドをＮＰＡＩ－１とする。
　原料ポリアミドイミドの種類を替えるか、またはヨウ化メチルを他のハロゲン化物に替
えた以外は、ＮＰＡＩ－１の場合と全く同様の手順によって、Ｎ置換ポリアミドイミド（
ＮＰＡＩ－２～ＮＰＡＩ－１２）を合成した。得られたＮ置換ポリアミドイミドの置換基
および重量平均分子量を表２３に示した。
　なお、表２３中のＮＰＡＩ９～１２は、ヨウ化メチルの代わりにそれぞれ臭化エチル、
臭化ｎ－ヘプチル、臭化ベンジル、および臭化アントリルメチルを用いて合成したＮ置換
ポリアミドイミドのデータである。
【０１０５】
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【表２３】

【０１０６】
合成例１
　（ポリアミド酸の合成）
　温度計、攪拌機、コンデンサー、原料投入口、および窒素ガス導入口を備えた５００ｍ
ｌの四つ口フラスコに、４．８９１ｇのＤＰＭ、および９０．０ｇの脱水ＮＭＰを入れ、
乾燥窒素気流下に攪拌して溶解させた。溶液の温度を５℃に保ちながら２．６９０ｇのＰ
ＭＤＡおよび２．４１９ｇのＣＢＤＡを順次添加し、２５℃で３０時間反応させた。この
反応液に１００．０ｇのＢＣを加えて、ポリマー濃度が５．０％のポリアミド酸溶液２０
０ｇを得た。このポリアミド酸溶液をＰＡ酸－１とする。尚、得られたポリアミド酸の重
量平均分子量は７５，０００であった。
【０１０７】
合成例２
　（ポリアミドの合成）
　温度計、攪拌機、コンデンサー、原料投入口、および窒素ガス導入口を備えた５００ｍ
ｌの四つ口フラスコに、３．２１６ｇのＴＰＡ、１．９１９ｇのＤＰＭ、および４．８６
６ｇの４ＣＢｌＢを入れ、これに８．６３ｇの脱水ＮＭＰと９．３３ｇのピリジンを加え
て均一溶液とした。この溶液に１２．０１ｇの亜リン酸トリフェニル、４ｇの塩化リチウ
ム、および１２ｇの塩化カルシウムを順次加えた後、１００℃で２時間反応させた。得ら
れた反応容液から、前述のポリアミドイミド（ＰＡＩ－１）の場合と同様の再沈殿操作に
よってポリマーを得、これを減圧乾燥して７．９ｇポリアミドを得た。このポリアミドを
ＰＡ－１とする。尚、得られたポリアミドの重量平均分子量は８８，０００であった。
【０１０８】
合成例３
　（Ｎ置換ポリアミドの合成）
　温度計、攪拌機、コンデンサー、原料投入口、および窒素ガス導入口を備えた２００ｍ
ｌの四つ口フラスコに、合成例２で得られたポリアミド（ＰＡ－１）５．０２６ｇと２６
．３９ｇの脱水ＮＭＰを入れ、室温で攪拌して溶解させた。この溶液に水素化ナトリウム
０．９３４ｇを加えて４０分間反応させた後、これにヨウ化メチル３．０３７ｇを加えて
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）の場合と同様の再沈殿操作によってポリマーを得、これを減圧乾燥して３．５ｇのＮ置
換ポリアミドを得た。このＮ置換ポリアミドをＮＰＡ－１とする。尚、得られたＮ置換ポ
リアミドの重量平均分子量は５２，０００であった。
【０１０９】
合成例４
　（可溶性ポリイミドの合成）
　温度計、攪拌機、コンデンサー、原料投入口、および窒素ガス導入口を備えた３００ｍ
１の四つ口フラスコに、５．１２５ｇのＤＰＭ、６．９９７ｇの４ＣＢ１Ｂおよび１００
．０ｇの脱水ＮＭＰを入れ、乾燥窒素気流下に攪拌して溶解させた。この溶液を５℃に冷
却し、７．８７９ｇのＢＤＡを添加した後、２５℃で１５時間反応させ粘調なポリアミド
酸溶液を得た。この溶液に６４．６６ｇの脱水ＮＭＰと２７．７４ｇの無水酢酸を順次加
えた後、１００℃で３時間反応させた。得られた反応容液から、前述のポリアミドイミド
（ＰＡＩ－１）の場合と同様の再沈殿操作によってポリマーを得、これを減圧乾燥して１
６．０ｇの可溶性ポリイミドを得た。この可溶性ポリイミドをＰＩ－１とする。尚、得ら
れたポリイミドの重量平均分子量は４９，０００であった。
【０１１０】
実施例３－１～３－１２、および比較例１～３
　（液晶配向剤ワニスの調合）
　上記のＮ置換ポリアミドイミドＮＰＡＩ－１～１２、ポリアミドＰＡ－１、Ｎ置換ポリ
アミドＮＰＡ－１および可溶性ポリイミドＰＩ－１のそれぞれ０．１０ｇを、合成例１で
得られたＰＡ酸－１の各１８．０ｇに個別に加えて溶解させた後、ＮＭＰ－ＢＣ混合溶媒
（重量比１／１）で希釈して、Ｎ置換ポリアミドイミドの種類等にそれぞれ対応する、ポ
リマー濃度３重量％の液晶配向剤ワニスを得た。これらの液晶配向剤ワニス中のポリアミ
ド酸に対する、Ｎ置換ポリアミドイミドＮＰＡＩ－１～１２、ポリアミドＰＡ－１、Ｎ置
換ポリアミドＮＰＡ－１および可溶性ポリイミドＰＩ－１のそれぞれの割合は、すべて重
量比で１／９である。
【０１１１】
実施例４
　（配向膜評価用セルの作製）
（１）残留電荷および電圧保持率評価用セル（電気特性測定用セル）の作製
　透明電極ＩＴＯ付きガラス基板上に、実施例３で得られたＮＰＡＩ－１含有液晶配向剤
ワニスをスピンナーにて塗布し、８０℃にて約５分間予備焼成した後、２５０℃で３０分
間加熱処理を行った。この基板の配向膜を形成した面をラビング装置にてラビングして配
向処理を行った。次いで、この基板の配向膜面上に７μ用のギャップ材を散布し、全く同
様にして用意したもう１枚の基板を、配向膜を形成した面を内側にして重ね合わせた。そ
して、この重ね合わせた２枚の基板の周囲を、液晶注入孔を残してエポキシ硬化剤でシー
ルし、ギャップ７μｍのアンチパラレルセルを作製した。このセルに下記の液晶組成物を
注入し、液晶注入孔に光硬化剤を塗布し、ＵＶ照射して硬化させ注入口を封止した。次い
で、１１０℃にて３０分間加熱処理を行い、残留電荷および電圧保持率評価用のセルとし
た。他の液晶配向剤ワニスについても、全く同様にして残留電荷および電圧保持率評価用
のセルを作製した。
　使用した液晶組成物の組成を下記に示す。この組成物のＮＩ点は１００．０℃であり、
また、屈折率異方性値は０．０９３であった。
【０１１２】
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【化２８】

【０１１３】
（２）プレチルト角測定用セルの作製
　７μ用のギャップ材に代えて２０μ用のギャップ材を用いた以外は電気特性測定用セル
の作製の場合と同様にして、２０μのセル厚を有するアンチパラレルセルを作製し、プレ
チルト角測定用セルとした。なお、このセルを作製する際に用いた液晶組成物は、電気特
性測定用セルを作製した際に用いたものと同じ液晶組成物である。
【０１１４】
実施例５
　（液晶配向剤ワニスの評価）
（１）評価方法
　ｉ）残留電荷の測定
　残留電荷は、「三宅　他、信学技報　ＥＩＤ９１－１１１、ｐ１９」に記載されている
方法にてヒステリシス電圧を測定した。なお、液晶セルに５０ｍＶ、１ｋＨＺの交流電圧
を印加し、これに周波数０．００３６ＨＺの直流の三角波を重畳させて測定した。
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　ii）電圧保持率の測定
　電圧保持率は、「水嶋他、第１４回液晶討論会予稿集　ｐ７８」に記載されている方法
にて測定した。測定条件は、ゲート幅６９μｓ、周波数６０ＨＺ、波高±４．５Ｖであり
、測定温度は６０℃である。
　iii）プレチルト角の測定
　液晶のプレチルト角は、クリスタルローテーション法にて測定した。
　iv）液晶配向性の評価
　液晶配向性は、プレチルト角を測定する際のセルを偏光顕微鏡下で観察し、ドメインの
有無で判定した。
　ｖ）塗布性の評価
　液晶配向剤ワニスをスピンナーにて塗布して８０℃で約５分間予備焼成し、次いで２５
０℃で３０分間加熱処理を行った後の配向膜表面を目視で観察して、ピンホールおよび塗
布むらの有無で判定した。
【０１１５】
（２）評価結果
　実施例４で得られた、実施例３－１～３－１２および比較例１～３の液晶配向剤ワニス
のそれぞれに対応する評価用液晶セルについて、上記（１）の方法により評価し、その結
果を表２４に示した。
【表２４】

【０１１６】
　残留電荷の値は低いほど好ましく、電圧保持率の値は高いほど好ましい。そして上記の
結果から、本発明のＮ置換ポリアミドイミドを用いた液晶配向剤ワニスは、比較例のポリ
アミド、Ｎ置換ポリアミドおよび可溶性ポリイミドを用いた液晶配向剤ワニスに比べて、
残留電荷、電圧保持率等の電気特性やプレチルト角、液晶配向性等の配向特性、および塗
布性などに関し、総合的にバランスの優れたものであることがわかる。
【発明の効果】
【０１１７】
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　本発明のＮ置換ポリアミドイミドを用いることにより、液晶配向性、塗布性がよく、プ
レチルト角が任意に調節でき、焼き付きがなく、電圧保持率、残留電荷が優れた液晶表示
素子を得ることが出来る。本発明の液晶配向剤ワニスは、ＴＦＴ型液晶表示素子（ＴＮ型
、ＩＰＳ型、ＶＡ型、ＯＣＢ型）において特に好ましく用いられるが、電気特性に優れプ
レチルト角も任意に調節可能であるため、ＳＴＮ型液晶表示素子、強誘電性液晶、反強誘
電性液晶表示素子用配向剤としても使用可能である。また、本液晶配向剤ワニスによる薄
膜は、電気特性が優れているため、保護膜や絶縁膜として用いても良い。
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